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1 事業の目的
対
象

意
図

効
果

2 令和３年度（2021年度）に実施した事業の概要

3 事業を構成する事務事業（最小事業）実績

01 /

/

02 /

/

03 /

/

04 /

/

05 /

/

06 /

/

07 /

/

/

/

/

/

/

4 この事業に関わる職員数（毎年度４月１日時点）

130.8%

104.6%

101.0%

18,027

8,037

18,027

事業費の合計　（千円）

14,532

14,834 18,328
28,201

1.0

301

26,064

-

164

-

50.0%

6,319

1,026

-

2,688

196世帯

302

5,500

財源
内訳

計画策定に係る業務
委託

-

- -

102 137

消耗品費・負担金

-

99 98

4,833 5,000

住宅用再生可能エネ
ルギー・省エネ機器等
設置費補助金

住宅用再生可能エネルギー・省
エネ機器等設置費補助対象設
備等の導入世帯数（世帯）

- -

2,208 2,457

不用紙類の回収・運搬

-

65.4 50.0

6,945 9,600

環境教育等啓発事業 2,301 2200

438 740

環境教育の人材派
遣、環境教育委託

鎌倉市環境審議会運
営事務

- -

308 394

実施した主な事業
（主な経費等）

指標（単位）

-
環境基本計画の推進

事務事業
令和３年度 令和４年度

指標（実績値／目標値） 指標（目標値）

事業費（決算／当初）（千円） 予算額（千円）

総合計画上
の位置付け 分野 生活環境 施策の方針 次代に向けたエネルギー・環境対策の推進

市民等

評価対象事業 評価者

重点事業

主管課

関連課

環境-02
環境基本計画等推進事業

自治事務

法定受託事務

環境政策課長　髙橋 謙司

環境マネジメント推進
事業

環境教育等啓発事業
への参加者数（人）

本庁舎不要紙類回収
事務

一般財源

その他特定財源

地方債

国県支出金

再生可能エネルギー・
省エネ機器助成事業

一般事務経費

地域再エネ導入計画
策定事業

0

令和６年度

-
9,933

3.5

鎌倉市環境基本条例の３つの理念に基づき、鎌倉市環境基本計画を始めとする環境関連の計画を推進し、持続可
能な社会の構築を目指すため。

環境共生都市の創造に向けた具体的な目標達成のために、市民・事業者・滞在者・行政が環境に関心を持ち、環境に対する責
任と役割を理解し、環境にやさしい環境保全活動や再生可能エネルギーの導入、効率的な利用に自ら取り組み、その活動を広
げ、社会全体に定着させ、将来にわたって循環型の持続可能な社会が実現する。

・鎌倉市環境基本計画等の見直しに向け、鎌倉市環境審議会において改訂素案についての審議を行い、パブリックコメントを実施し
た。
・地域における地球温暖化対策をはじめとする環境保全施策を推進するため、環境マネジメントシステムや環境教育の推進など環境
保全行動の普及・啓発を行った。
・鎌倉市省エネルギーの推進及び再生可能エネルギー導入の促進に関する条例に基づき、再生可能エネルギー電気の導入等鎌倉
市エネルギー計画を推進した。

枝
番
号

-

カーボン・マネジメント
強化事業のための維
持修繕の実施

既存照明器具のLED
化による消費電力量
の削減率（％）

会計年度任用職員

令和４年度（2022年度）行政評価シート【個表】

文化課　他

1.0 1.0

令和７年度

正規職員等 3.5

達成度

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度

環境政策課

-

人件費　（千円）

3.5

27,855

434



5 評価結果

(１) 最小事業評価
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(２) 視点別評価

事業の外部化（民営化・業務委託等）はできないか 3　外部化ができる事業はない

協働実施済の場合のパートナー ＮＰＯ法人山崎・谷戸の会等

民間によるサービスで代替できる事業はないか

効率性

各事業の実施に対する市民ニーズはあるか

協働 市民等と協働して事業を展開しているか ○.協働実施済

○-2　市民等と協働して適切に事業を実施している

有効性

3　民間によるサービスで代替できる事業はない

消耗品等の事務経費のため成
果指標は設定していない

当該事務は環境省の補助金に
採択された場合に実施する計画
策定に係る業務委託を行うもの
であり、目標設定には馴染まな
いため、指標は設定しない。

事務経費として必要不可欠であ
る。

次代に向けたエネルギー・環境
対策の推進に必要となる計画の
策定に係る事業であり、今後の
事務運営にあたって必要とな
る。

公平性 受益者負担は公正・公平か △.負担未導入 △-2　受益者はいるが、今後も公費により全額市が負担すべきものである

環境マネジメント推進
事業

環境教育等啓発事業

令和3年度は目標を達成してお
り、引き続き継続して事業を行っ
ていく。

一般事務経費

地域再エネ導入計画
策定事業

令和3年度は目標を達成してお
り、引き続き継続して事業を行っ
ていく。

不要紙類を資源化することで、
市の事務事業実施に伴う環境負
荷軽減等につながり、環境対策
の推進に寄与している。

令和3年度は目標を達成してお
り、引き続き継続して事業を行っ
ていく。

当該事務は市の施設から事務
事業の実施に伴い排出される不
要紙類を回収・運搬し、資源化
するものであり、目標設定には
馴染まないため、指標は設定し
ない。

再生可能エネルギー・
省エネ機器助成事業

鎌倉市環境審議会運
営事務

指標分析の推移、
目標未達の理由

当該事務は環境審議会に出席
した委員への報酬及び旅費を支
払うものであり、目標設定には
馴染まないため、指標は設定し
ない。

環境審議会は市長の附属機関
として、環境の保全についての
基本的事項又は重要事項を調
査審議しており、次代に向けた
エネルギー・環境対策の推進に
寄与している。

－

長時間点灯の既存照明をLED化
することにより、省エネ化及び市
の施設で使用する消費電力量
の削減が進み、脱炭素型の社
会への移行の推進に寄与してい
る。

環境への取組に関心を持つ市
民を増やすことで、環境対策の
推進及び脱炭素型社会への移
行の推進に寄与している。

事務事業
上位施策にどう寄与したか、
構成する事業としての妥当性

事業実施上の課題、改善点
枝
番
号

事業費の削減余地はないか

関連・類似する事業の統合はできないか 3　統合できる事業はない

1　事業費の削減余地はない

平成30年度に省エネ診断を行った施
設に係る長時間点灯の既存照明器
具のLED化を順次行っているが予算
額に限りがあるため、他の施設に係
る長時間点灯既存照明のLED化まで
には至っていない。令和3年度はLED
機材不足により、蛍光灯のLED化が
困難であったため比較的調達のし易
かった水銀灯のLED化を主に行った。

コロナ禍により、派遣回数が例年の
より少なかった。

本庁舎不要紙類回収
事務

事業の上位施策に向けた貢献度はどうか 1　目的達成のために適切な手段（最小事業）である

補助金申請の手続きの煩雑さによる
申請者への負荷が大きかったことか
ら、令和2年度及び令和３年度に要綱
改正等を行った。また、令和3年度は
年度当初から申請が多く7月に予算
額に達したことから、令和4年度は予
算を増額した。今後も社会ニーズに
対応するため、必要に応じて見直し、
より使い勝手の良いものを目指して
いく。

－

－

妥当性
1　市民ニーズは変わらずにある

－

再生可能エネルギー、省エネ機
器等の導入を通じて市内の再エ
ネ率の向上や省エネ・創エネ・蓄
エネの取組及び脱炭素型社会
への移行の推進に寄与してい
る。



(３) 総合評価 ※最小事業評価を踏まえて、今年度以降の取組方針等を記載する

■ □ □ □ □

【参考】

◎事業実施に係る主な指標

◎他市比較・ベンチマーク（県内外自治体など他自治体や民間団体との比較値）

当該事業実施に伴う
他市比較に関する考え方

他市実績

実績値 99

比較事項

団体名 鎌倉市

－ 101.0%   

R6年度 R7年度

392 490再生可能エネルギー、省エネ機器の普及は、脱
炭素型社会への移行の推進に寄与することか
ら、当該補助事業を活用して再生エネ機器等を
導入した世帯数を指標とする。

目標値 － 98 196 294

99

達成率

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

実績値 60.2

指標（単位）
住宅用再生可能エネルギー・省エネ機器等設置費補助対象設備等の導入世帯
数

単位 世帯

－ 130.8%   

R6年度 R7年度

50.0 50.0既存照明をLED化することにより消費電力量を
50%以上削減できることが見込めることから、当
該年度に行ったLED化全体に係る消費電力量
（kWh/年）の削減率50％を指標とする。

目標値 － 50.0 50.0 50.0

65.4

達成率

指標設定理由 年次 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度

指標（単位） 既存照明器具のLED化により消費電力量（kWh/年）の削減率を50％以上にする 単位 %

休止・廃止

令和２年２月に「鎌倉市気候非常事態宣言」の中で2050年までに温室効果ガス排出を実質ゼロを目指すことを表明
するとともに、令和３年６月に「地球温暖化対策の推進に関する法律」が改正され、2050年カーボンニュートラルが基
本理念として法に位置付けられたことから、積極的に地球温暖化対策に注力していく責務があるため、その対応策
（適応策、緩和策）の充実を図る。

【今後の方針】 拡充 改善・変更 現状維持 縮小


